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一般事業主行動計画策定等支援事業

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日

基本目標Ⅵ
　男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推
進すること
施策目標１
　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境及び多様な
就業ニーズに対応した就業環境を整備すること
施策目標１－１
　男女労働者が多様な個性や能力を発揮でき、かつ仕事と家庭の両立ができる雇用環境及び多様な
就業ニーズに対応した就業環境を整備すること

　（政策等への反映の方向性）
　　評価結果を踏まえ、平成２０年度予算概算要求において所用の予算を要求する。
　　（概算要求額：40百万円）

施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

　次世代法第２０条に基づき、一般事業主行動計画の策定を支援するため、厚生労働大臣が次世代
育成支援対策推進センターを指定することとしている。また、主要な次世代育成支援対策推進セン
ターに次世代育成支援対策推進員を配置すること等により、センター事業と一体となった一般事業
主に対する支援を実施するとともに、特に計画策定が困難であると思われる中小企業を傘下に多く
擁し、全国的に積極的な活動を行うなどの一定の要件を満たす次世代育成支援対策推進センターに
対して、以下の事業を委託する。
①　中小企業が一般事業主行動計画の策定・実施及び認定に向けての取組を進めるための好事例の
収集及び認定マニュアルの作成
②　一般事業主行動計画の策定・実施及び認定等次世代育成支援対策に関する地域別、業種別講習
会の実施

【評価結果の概要】

（１）有効性の評価
有効性の評価
一般事業主行動計画の策定・届出が義務となっている３０１人以上の労働者を雇用す

る企業においては、ほぼ１００％の実施が達成された。
一般事業主行動計画の策定・実施等次世代育成支援対策に関する地域別、業種別講習

会の実施回数は平成１６年度の事業開始以降年々増加しており、また、中小企業が行動
計画を策定する際の参考となる好事例・マニュアルの活用や講習会の実施等により、行
動計画の策定・実施に向けた取組みを行う中小企業の数が大幅に増加した（平成１７年
度１,６５７社→平成１８年度５,７３６社 。）

これらにより、各企業の実情に応じた適切な一般事業主行動計画の策定・実施等次世
代育成支援対策が着実に推進されており、労働者が安心して子どもを産み育てられる職
場づくりに向け進展していると評価できる。

（２）効率性の評価
効率性の評価
企業の一般事業主行動計画の策定を支援する次世代育成支援対策推進センターを増や

すとともに、次世代育成支援対策推進センターの活用により、行動計画を策定する事業
主にきめ細かな支援を行うことで、個々の事業主の実情に合った効率的な行動計画の策
定に資すると評価できる。

アウトプット指標 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 一般事業主行動計画の策定 － － 208 262 328

・実施等次世代育成支援対
策に関する地域別、業種別
講習会の実施回数（単位：
回）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、次世代育成支援対策推進センターが次世代育成支援センターにおいて企業

を対象に行った講習会の実施回数である。


